
１.事務事業の目的・概要

２.成果参考指標

(1)

3.事業費 4.改善策の実施状況

5.評価時点での現状（客観的事実・データなどに基づいた現状）

①困っている「状況」

②困っている状況が発生している「原因」

③原因を解消するための「課題」

８．今後の方向性（課題にどのような方向性で取り組むのかの考え方）

９．追加評価（任意記載）　

・里親は里子を長期間養育しなければならない、里子の養育は非常に困難が伴うことだという偏ったイ
メージが定着している。
・里親制度に関心があっても、具体的な内容や状況を知る機会が少ない。
・里親が児童の態度や行動について理解できなかったり、関係作り等について悩みを持っても、身近に
同じ経験をしている人や相談できる人がいない。

・県民に対し里親制度についての正しい理解を促進する必要がある。
・県民に里親を身近に感じてもらうため、里親から直接話しを聞く機会等を提供する必要がある。
・里親が子どもの養育や対応についての知識や技術を学び、自信を持って養育できるようにする必要が
ある。
・里親同士で話せる機会を設けたり、里親の相談に適時適切に対応できる相談体制を整える必要があ
る。

％

95.00

前年度の課題を踏まえた
改善策の実施状況

②改善策を実施した（実施予定、一部実施含
む）

事　業　費（b）（千円） 73,205 86,645

単位

91.00

○要保護児童を家庭的な環境で養育する。
・里親支援事業：新規里親開拓のため、里親制度の普及啓発を行う。また、里親の交流促進と委託児童の処遇向上について学ぶため、里親会で研修会や交流会を
行う。
・里親育成事業：里親のスキルアップや専門里親の増加を図るため、更新研修や専門研修を実施する。
・里親措置事業：様々な事情で家庭で生活することができない児童を里親に委託し、家庭的な環境で育ちを支援する。

○平成２６年度は里親登録更新時期に当たっており、登録消除が１４世帯あった。新規登録は１３世帯あり、里親登録世帯は９５世帯となっている。
○里親委託児童数は、平成２５年度末は４７人であったが、平成２６年度末は４５人に微減した。
○被虐待児や発達障がいなど特別なケアを必要とする子どもを養育するための専門的知識を有した専門里親は平成２５年度末から２名増え、１６人となった。

うち一般財源（千円） 36,750 43,707

２６年度実績 ２７年度計画

26年度 27年度
指標名 里親登録数

年度 23年度

96.00

目標値

　児童を養育している里親が体験発表などを行うことに
より、里親制度の普及啓発活動により、養子縁組を希望
する世帯などの登録が増えてきている。
　平成２７年３月に島根県社会的養護体制推進計画を策
定し、今後１５年間の里親委託児童数の目標値を定め
た。
　里親委託促進や里親支援を推進する里親委託等推進員
を島根県里親会に配置した。

・要保護児童の委託ニーズに適時適切に応じるには、県内全域に多くの里親が必要であるが、現在の里
親登録者数では不足している。
・里親が、委託児童への対応等について悩みを抱え込んでしまい、養育負担感が大きくなる場合があ
る。

目
的

（１）対象 社会的養護を必要とする児童

（２）意図 個別的な生活支援・自立支援を行うことができる家庭的環境での養育を受ける。

事務事業の名称 里親委託児童支援事業

事務事業評価シート（評価実施年度：平成２7年度） 上位の施策名称

事務事業担当課長 青少年家庭課長　黒田　利恵

施策Ⅱ－４－２　子育て福祉の充実

電話番号 0852-22-5242

24年度 25年度

84.00 100.0087.00 93.00

75組（H22年度実績）+(6組/年*3年)＝93組　H26年度は5年
に1回の更新年▲10％→84組

実績値

達成率

87.00

％

世帯数

実績値

23年度 24年度
指標名

0.00

年度

目標値

式・
定義 達成率

0.00

0.00 0.00

113.10

25年度

0.00

　
成
果
参
考
指
標

◎課（室）内で事務事業評価の議論を行うにあたっては、本評価シートのほか、必要に応じて、「予算執行の実績並びに主要施策の成果」や既
存の事業説明資料などを活用し、効率的・効果的に行ってください。

◎上記「５．評価時点での現状」、「６．成果があったこと」、「７．まだ残っている課題」、及び「８．今後の方向性」について、議論がしやすいよう
に、「５．評価時点での現状→６．成果があったこと」、又は「５．評価時点での現状→７．まだ残っている課題→８．今後の方向性」が一連の流れ
となるよう、わかりやすく、ストーリー性のあるシート作成に努めてください。

・県民の里親制度の正しい理解促進のため、県の広報媒体を利用した普及啓発活動を実施するとともに、各地区里親会が主体となって「里親を求める運動」期間を中
心に街頭活動や講演会を実施する。
・県民の里親登録への意欲を後押しし登録者数を増やすため、里親委託推進委員と県里親会、地区里親会が連携し市民参加型の里親とのお話会や地域への出前講座等
を実施する。
・里親の児童の養育にかかる困り感を軽減し、児童の個別状況に合わせた適切な養育が実施できるよう、里親に対し専門研修等を実施する。
・里親の孤立感や負担感の軽減のため、里親の交流会を開催したり、児童相談所や里親会が随時里親からの個別相談に応じ助言・指導を行う。

事
業
概
要

103.20104.60

26年度 27年度

式・
定義

0.00

７.まだ残っている課題（現状の何をどのように変更する必要があるのか）６.成果があったこと（改善されたこと）

単位

0.00


